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京極町下⽔道事業経営戦略 
令和 3 年度（2021 年度）〜令和 12 年度（2030 年度） 

 

1  経営戦略策定の趣旨  

京極町の下⽔道事業は、町⺠の⽣活衛⽣の向上のため計画的に整備を進めてきましたが、今後は⼈⼝減少及び節⽔機
器の普及に伴う下⽔道使⽤料収⼊の減少や、⽼朽化した下⽔道施設の更新費⽤等の増額が懸念されるなど、事業を取り
巻く環境は大きな変化局面を迎えています。 

こうしたなか経営の効率化と合理化を図り、事業を安定的かつ持続的に進めるため、客観的な視点から京極町特定環境
保全公共下⽔道事業の⻑期的な将来を⾒据えた財務分析等を実施し、最適な投資規模や資⾦計画等各種の経営課題
を抽出するとともに、その改善⽅策についても整理を⾏い、将来の経営戦略を策定することを⽬的とします。 

なお、本概要版では、適正な下⽔道使⽤料単価について検討した結果が主旨となります。 
計画期間は令和 3 年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度）までの 10 年間とします。 
 
 

2  経営戦略策定の全体像  

施設、財務に関する「経営戦略」では、①将来的な需要を適切に把握するとともに、アセットマネジメント等の知⾒を活⽤し
てその最適化を図ることを内容とする「投資計画」と、②必要な需要額を賄う財源を中⻑期的な経営の中で計画的かつ適切
に確保することを内容とする「財政計画」を策定します。なお、「投資計画」と「財政計画」は、相互に関連したものであり、最終
的に均衡した形として策定します。 

また、経営戦略を策定する際には、⼗分な現状分析・把握を⾏うことを前提に、中⻑期的な視点を持つことが求められ、投
資計画においては中⻑期的な更新需要予測を適切に⾏うとともに、財政計画においては財源構成からその実現可能性を検
証し、経営戦略として取りまとめることが重要です。経営戦略の策定ステップとしては以下のとおりです。 
 

 
 
 

（⽤語解説） 
【経営戦略】 
「公営企業の経営にあたっての留意事項について」（平成 26 年 8 月 29 ⽇付総務省⾃治財政局公営企業三課室⻑通知）において、公営企業が将
来にわたって安定的に事業を継続していくための中⻑期的な基本計画である「経営戦略」の策定が地⽅公共団体に要請された。具体的には、施設・設備に
関する投資の⾒通し（投資試算）と、財源の⾒通し（財源試算）を構成要素とした中⻑期の収⽀計画であり、組織の効率化、⼈材育成、広域化、官
⺠連携等の事業効率化・経営健全化の取り組みについても⽅針を記載するものとなっている。 

  

現状把握・分析、

投資計画策定フロー

現状把握・分析

目標設定、

・実施事業の普及状況、施設の

老朽化状況等を把握分析

財政計画策定フロー

現状把握・分析

・経営指標等を用いて、「現状

分析」
・「経営健全化の取組み」の

現状の把握

将来予測

・新規整備事業及び老朽化対策

等需要の予測

目標設定

・基本的には、中期ビジョン等

上位計画と整合を図る

投資の合理化

・予防保全の考え方導入等

戦略策定

投資の優先順位の設定

・投資の優先順位付け

投資の平準化

・どの時期にどの投資を行うの

が適切か検討

将来予測
・資金、収益・費用の将来推

移予測

目標設定

・経営指標等を用いて、財政

基盤の強化を図る目標とする

財源構成検討
・料金繰出金の検討

財政計画の策定

・損益計算書、貸借対照表に

関する情報の最終化

・投資計画との整合性を図る

財政計画より整備課題の

目標達成不可

・整備目標の見直し

・使用料改訂モデルの検討

経営戦略

の策定

概 要 版 
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3  下⽔道事業の実態  

京極町下⽔道事業は、特定環境保全公共下⽔道事業が該当します。事業開始年度は、昭和 52 年度であり、今後は
集中的に整備した管路施設及び処理場施設の⽼朽化に対応した維持管理や、改築・更新が事業の中⼼となることが予想
されるなか、⼈⼝減少に伴う使⽤料収⼊の減少が⾒込まれており、経営環境は厳しくなることが予想されます。 
 

京極町下⽔道事業の概要令和元年度末実績※ 

 
※資料：令和元年度決算統計書 
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処理方式

使⽤料収⼊と使⽤料対象経費の現状 ⼀般会計繰⼊⾦の現状 

使⽤料収⼊と使⽤料対象経費を⽐較すると、使⽤料収⼊が不⾜しているのが現状であり、不⾜
分は⼀般会計繰⼊⾦にて補填している状況です。 
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4  将来の事業⾒通し  

 下⽔道施設は、大まかに管路施設と処理場施設に大別されます。このうち管路施設の標準耐⽤年数は 50 年と⾔われて
いますが、処理場施設については、⼟⽊・機械・電気等の各設備により標準耐⽤年数が異なり、機械設備においては 20 年
程度です。⼀⽅京極町の処理場施設の供⽤開始年月⽇は昭和 61 年であり、標準耐⽤年数を経過している設備が増加し
ている傾向にあります。そのため、今後は処理場設備の改築・更新が事業の中⼼となることが予想されます。そのため、令和元
年度にはストックマネジメント計画（点検・調査計画）を、令和 2 年度にはストックマネジメント計画（修繕・改築計画）を
策定し、今後の改築更新事業の⾒通しを⽴てています。 
 
 
 
 
 管路施設の整備年度別延⻑を以下に⽰します。最も古い整備年度が 1978 年となっており、標準耐⽤年数の 50 年を超
過した施設は現在ありませんが、経過年数 30 年を越えると、⼀般的に道路陥没が増加すると⾔われているため、今後はスト
ックマネジメント計画を基に計画的に改築・更新事業を推進していく予定です。 
 

 
 
 
 
 
 処理場施設の⼯種別資産状況を以下に⽰します。各⼯種とも⽬標耐⽤年数を超過した資産の割合が増加しているのが
現状です。特に機械・電気設備については耐⽤年数が⽐較的短い（標準耐⽤年数で 20 年程度、⽬標耐⽤年数は標準
耐⽤年数の 1.5 倍程度）資産が多く早急な対策が求められております。そのため、今後ストックマネジメント計画を基に、改
築・更新事業を推進していく予定です。 

 

項目 土木 建築 建築機械 建築電気 機械設備 電気設備 合計 

資産数 28 50 12 43 106 74 313 

目標耐用

年数超過

資産 
9 31 11 39 54 53 197 

割合（%） 32.1 62.0 91.7 90.7 50.9 71.6   

※機械、電気は小分類、その他の⼯種は中分類 

 

整備年度［年］ 経過年数［年］ 延長［m］ 累計比率
1978 42 612                    3.1%
1979 41 1,237                  9.4%
1980 40 1,501                  17.1%
1981 39 1,147                  23.0%
1982 38 1,305                  29.6%
1983 37 1,139                  35.5%
1984 36 1,055                  40.8%
1985 35 861                    45.2%
1986 34 1,475                  52.8%
1987 33 2,921                  67.7%
1988 32 2,358                  79.7%
1994 26 577                    82.7%
1995 25 694                    86.2%
1996 24 925                    91.0%
1997 23 1,380                  98.0%
1998 22 82                     98.4%
1999 21 45                     98.7%
2012 8 142                    99.4%
2017 3 120                    100.0%
合計 - 19,575                -

管路施設の現状 

処理場施設の現状 
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単位：千円
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

33,322 26,815 24,879 19,739 19,366 17,635 12,715 12,072 17,185 20,930 292,753 ＊1

11,200 49,100 101,600 44,400 79,560 50,950 47,500 47,500 49,600 52,010 533,420 ＊2

7,200 49,100 101,600 42,300 75,000 48,700 47,500 47,500 47,500 47,500 513,900 ＊3

51,722 125,015 228,079 106,439 173,926 117,285 107,715 107,072 114,285 120,440 1,251,978

0 98,200 203,200 84,600 150,100 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 911,100 ＊4

0 0 0 0 0 0 20,000 20,000 20,000 20,000 80,000 ＊5

点検・調査計画 4,200 4,200 8,400

改築・修繕計画 9,020 9,020 18,040

4,500 4,500 9,000

3,500 3,500

0 0 0 0 0 8,000 0 0 0 0 8,000 概算

2,600 0 0 0 0 2,600 0 0 0 0 5,200 〃

14,400 0 0 0 0 14,400 0 0 0 0 28,800 〃

24,614 25,090 23,459 16,391 13,786 11,832 11,789 11,112 14,064 15,343 167,480 ＊6

2,108 1,725 1,420 1,248 1,020 953 926 960 1,021 1,077 12,458 ＊6

51,722 125,015 228,079 106,439 173,926 117,285 107,715 107,072 114,285 120,440 1,340,073

単位：千円
2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

過年度分 24,614 25,090 23,459 16,391 13,474 9,384 4,922 2,393 2,069 1,206 123,002 ＊1

新規分 0 0 0 0 312 2,448 6,867 8,719 11,995 14,137 44,478 ＊2

過年度分 2,108 1,710 1,307 931 618 402 281 234 218 205 8,014 ＊1

新規分 0 15 113 317 402 551 645 726 803 872 4,444 ＊2

R3～R12
合計

備考

歳
入

一般会計繰入金

国庫補助金

起　　　　債

合　　　　計

管渠設計費

管路施設管口・TVカメラ調査費

工事
請負費

管渠改築更新費

項 目 区分

下水道法全体計画の変更

処理場施設設計費

起債
償還費

元金償還費

利子償還費

＊2　新規分（過疎債）は年利率0.2％、償還期間25年（据置3年）とした。

歳
出

処理場改築更新費

委託料

ストックマネジメント
計画策定費

下水道法事業計画の変更

R3～R12
合計

備考

起債償還費（元金）

合　　　　計

＊1    歳出合計－（国庫補助金＋起債）
＊2    工事請負費及び委託料に補助率を乗じて算出
＊3    工事請負費及び調査・設計費の5割を想定
＊4　R4～R7ストックマネジメント計画（修繕・改築）による年度別事業費、R8以降はストックマネジメント計画（点検・調査）による長期的な改築事業費
＊5　ストックマネジメント計画（点検・調査）よる長期的な改築事業費

起債償還費（利子）

＊1　過年度分はR1決算統計書より引用
＊2　新規分（特環債）は年利率0.4％、償還期間25年（据置2年）とした。

＊6　過年度分償還費＋新規分償還費

項　　　　　目

収⽀計画表（特定環境保全公共下⽔道事業） 
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5  今後の⽬標整理  

 京極町の下⽔道事業の経営は、使⽤料収⼊が不⾜していることから現状でも厳しく、また、今後も経営状況が厳しい状態
が続いていくことが予想されます。また、使⽤料収⼊は下⽔道の基本的な役割である「公衆衛⽣の確保と⽣活環境の改
善」、「浸⽔の排除」、「公共⽤⽔域の⽔質保全」を満たし、今後も京極町⺠に安⼼・安全な下⽔道サービスを提供するため
にも必要不可⽋です。そのため、本計画では、今後の投資計画から必要となる使⽤料収⼊について検討を⾏いました。 
 

 

 
                            

損益の目標 
経営⽬標 将来的に⿊字を維持 
適正価格への使⽤料単価の値上げを⾏う。 

普及の目標 
経営⽬標 汚⽔処理⼈⼝普及率及び有収⽔量率の向上による使⽤料収⼊の増加 
汚⽔処理⼈⼝普及率及び有収⽔量率は、使⽤料収⼊に密接に関わるため、HP 等を活⽤した広報、融資あっせ
ん制度の⾒直し等の施策を⾏い向上するように努める。 

⽼朽化対策の目標 
経営⽬標 ストックマネジメント計画による⽼朽化対策の実施 
ストックマネジメント計画により、順次⽼朽化対策のための改築・更新事業を実施し、必要に応じて計画の⾒直を⾏
い、優先的に改築・更新を⾏うべき施設を特定した上で、計画的に⽼朽化対策を進める。 
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と

使
用

料
（
千

円
）

年度

資本費（利子）

資本費（元金）

維持管理費

CASE1

CASE2

CASE3

CASE4

項目
使用料単価

（m3/円）
備　　　　考

CASE1 83.4 令和元年度の使用料単価より算出

CASE2 197.2 維持管理費のみ使用料で賄えるように算出

CASE3 171.6 京極町を除く、羊蹄山麓5町村の平均値

CASE4 293.3 将来使用料不足額が生じないように設定
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R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 平均値 最大値 合計値 備考

2,227 2,195 2,162 2,129 2,096 2,063 2,031 1,998 1,965 1,932 - - - ①

283,372 279,300 275,101 270,901 266,703 262,504 258,432 254,232 250,034 245,835 264,641 283,372 2,646,414 ②

CASE1 23,633 23,294 22,943 22,593 22,243 21,893 21,553 21,203 20,853 20,503 22,071 23,633 220,711 ③

CASE2 55,881 55,078 54,250 53,422 52,594 51,766 50,963 50,135 49,307 48,479 52,188 55,881 521,875 ④

CASE3 48,617 47,918 47,198 46,477 45,757 45,037 44,338 43,618 42,897 42,177 45,403 48,617 454,034 ⑤

CASE4 83,113 81,919 80,687 79,455 78,224 76,992 75,798 74,566 73,335 72,103 77,619 83,113 776,192 ⑥

資本費（元金） 24,614 25,090 23,459 16,391 13,786 11,832 11,789 11,112 14,064 15,343 16,748 25,090 167,480 ⑦

資本費（利子） 2,108 1,725 1,420 1,248 1,020 953 926 960 1,021 1,077 1,246 2,108 12,458 ⑧

維持管理費 55,894 55,091 54,263 53,435 52,606 51,778 50,975 50,147 49,319 48,490 52,200 55,894 521,998 ⑨

小計 82,616 81,906 79,142 71,074 67,412 64,563 63,690 62,219 64,404 64,910 70,194 82,616 701,936 ⑩

CASE1 △58,983 △58,612 △56,199 △48,481 △45,169 △42,670 △42,137 △41,016 △43,551 △44,407 △48,123 △58,983 △481,225 ⑪

CASE2 △26,735 △26,828 △24,892 △17,652 △14,818 △12,797 △12,727 △12,084 △15,097 △16,431 △18,006 △26,828 △180,061 ⑫

CASE3 △33,999 △33,988 △31,944 △24,597 △21,655 △19,526 △19,352 △18,601 △21,507 △22,733 △24,790 △33,999 △247,902 ⑬

CASE4 497 13 1,545 8,381 10,812 12,429 12,108 12,347 8,931 7,193 7,426 12,429 74,256 ⑭

③：有収水量（②）×CASE1使用料単価（83.4円/m3)
④：有収水量（②）×CASE2使用料単価（197.2円/m3)
⑤：有収水量（②）×CASE3使用料単価（171.6円/m3)
⑥：有収水量（②）×CASE4使用料単価（293.3円/m3)
⑨：維持管理費の算出には有収水量に対する維持管理費の割合（維持管理費/有収水量）をＲ元実績より算出して行った。
⑩：⑦+⑧＋⑨
⑪：③-⑩
⑫：④-⑩
⑬：⑤-⑩
⑭：⑥-⑩

使用料
（千円）

使用料
不足額

（千円）

項目

水洗化人口（人）

有収水量（m3）

使用料
対象経費
（千円）

CASE1〜4 における料⾦シミュレーションの詳細 
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※総務省 HP より H30 実績 

道内の使⽤料単価⽔準（特定環境保全公共下⽔道事業） 


